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和暦 事項

昭和04 昭和肥料鹿瀬工場、鹿瀬発電所から電力の供給を受けカーバイド、石炭窒素等の生産を開始

昭和09 昭和肥料も出資し昭和合成化学工業を設立、鹿瀬に工場を建設

昭和11 昭和合成化学工業鹿瀬工場、水銀等を触媒にしてアセトアルデヒドの生産を開始

昭和14 昭和肥料と日本電気工業が合併して昭和電工を設立

新日本窒素肥料（以下「新日窒」という。）附属病院長細川一ら、脳症状を呈する患者の発生を水俣保健所に報告－水俣病
公式発見－

熊本大学医学部、水俣病医学研究班（以下「熊大研究班」という。）を組織

熊大研究班、中間報告で「本疾病は伝染性疾患ではなく、一種の中毒症であり、その原因は水俣湾産魚介類の摂取による
ものである」と報告

水俣市奇病対策委員会、54人（うち死亡17人）を水俣病と決定

昭和電工、昭和合成化学工業を吸収合併し鹿瀬工場のアセトアルデヒド生産設備を増強

昭和電工、阿賀野川漁連の訴えにより新潟県と「残滓並びに汚濁水の処理については被害のおそれなきよう適切な処理を
行うものとする」と覚書を交換

厚生省厚生科学研究班、「化学毒物として、セレン、マンガンのほかタリウムが疑われる」と発表

新日窒附属病院長細川一ら、脳性小児マヒ様の患者をはじめて診察

＊後に胎児性水俣病と判明

昭和電工鹿瀬工場裏手のカーバイト残滓捨場が崩壊、阿賀野川へ流出し河口まで多量の魚が死滅

＊阿賀野川漁協協議会に2,400万円補償

新日窒附属病院長細川一、アセトアルデヒド設備の廃水を直接投与するネコ実験を開始

＊10/6ネコ400号発症するも公表されず、11/30実験も禁止される

熊大研究班、「水俣病は現地の魚介類を摂取することによって引き起こされる神経系疾患であり、魚介類を汚染している毒
物としては、水銀が極めて注目されるに至った」と公式発表

昭和31

昭和32

昭和33

昭和34
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新日窒水俣工場、熊本県議会水俣病特別委員会で有機水銀説は実証性のない推論と反論

厚生省食品衛生調査会水俣食中毒特別部会、「水俣病の主因をなすものはある種の有機水銀化合物である」と厚生大臣に
答申し、翌日解散

昭和電工安西社長、日本化学工業協会の産業排水対策委員長に就任

政府、食品衛生調査会水俣食中毒特別部会解散の後を受けて水俣病総合調査研究連絡協議会を設置し第1回会議を開催

＊1961/3/6第4回会議を開催、以降開催されず

日本化学工業協会、産業排水対策委員会の付属機関として水俣病研究懇談会（田宮委員会）を設置（後に消滅）

東工大清浦教授、第2回水俣病総合調査研究連絡協議会でアミン中毒説を発表

厚生省、水俣病患者診査協議会（1960/12/25設置）を改組し水俣病患者

診査会を発足

昭和39 新潟市の住民、原因不明の神経疾患で新潟大学（以下「新大」という。）附属病院脳神経科に入院

新日窒、チッソと社名変更

昭和電工鹿瀬工場、アセトアルデヒドの生産を停止

＊アセトアルデヒド製造工程図を焼却し、製造プラントを撤去

東京大学椿助教授（後に新大教授）、新潟市の入院患者を診察し有機水銀中毒症と疑う

新大の椿・植木両教授、新潟県衛生部に対し「原因不明の水銀中毒患者が阿賀野川下流沿岸部落に散発」と報告

－新潟水俣病発生の公式確認－

新大の椿・植木両教授と新潟県衛生部、「阿賀野川流域に有機水銀中毒患者7人発生、うち2人死亡」と正式に発表

新潟県と新大、合同で新潟県水銀中毒研究本部を設置

（7/31新潟県有機水銀中毒研究本部と改称）

新大の椿・植木両教授と新潟県の北野衛生部長、「原因は阿賀野川の魚と推定される」と記者会見

昭和35

昭和36

昭和34

昭和40



新潟水俣病年表 3/8

和暦 事項

新大医学部など、阿賀野川流域の住民の健康調査を開始

新潟県、「新潟県水銀中毒対策本部」を設置新潟市、「水銀中毒対策本部」を設置

新潟県の水銀中毒対策本部、阿賀野川下流の魚介類採捕規制について行政指導の実施を決定（7/1～8/31横雲橋下流）

＊9/1食用規制に切り替わる

新潟県衛生部、食品衛生法違反の恐れにより阿賀野川産川魚の販売禁止の行政指導を実施

＊7/13新潟県が関係漁協に見舞金総額50万円を支給

新潟県水銀中毒研究本部、受胎調節等の訪問指導及び健康管理の実施を決定

新潟県民主団体水俣病対策会議の結成

（1970/1/26新潟水俣病共闘会議へ継承）

厚生省、新潟水銀中毒事件特別研究班（臨床、試験、疫学の3班編制）を発足

新潟県、新潟県有機水銀中毒症患者診査会の設置を決定

＊12/23第1回開催、患者26人（死者5人）、水銀保有者9人確認

阿賀野川有機水銀中毒被災者の会の正式結成

（後の新潟水俣病被災者の会）

昭和電工、鹿瀬工場を分離し鹿瀬電工を設立

厚生省の特別研究班・関係各省庁合同会議、「工場排水が原因と断定するには不十分」と結論を保留

新大の滝澤助教授、新潟県の水銀中毒対策本部に「鹿瀬工場の排水口の水苔からメチル水銀を検出した」と報告

昭和電工、工場排水説に反論し「阿賀野川下流流域中毒事件に対する見解（農薬説）」を発表

＊7/12厚生省に阿賀野川有機水銀中毒症に対する考察を提出

横浜国立大北川教授、「阿賀野川沿岸水銀中毒事故の原因に関する意見（新潟地震により流出した農薬が逆流して下流域
を汚染したという塩水楔説）」を発表

昭和41

昭和40
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厚生省特別研究班、厚生省に「新潟水銀中毒事件特別研究報告書（第2の水俣病と結論）」を提出

新潟水俣病患者3世帯13人、昭和電工を相手取り4,450万円の慰謝料を請求し新潟地裁に提訴－新潟水俣病第1次訴訟－

「公害対策基本法」成立（8/3公布施行）

新潟水俣病被災者の会代表ら、水俣を訪問し患者互助会などと交流

＊被害者の生活保障の要求や水俣と新潟が手を結ぶなどの内容の共同声明を発表

新潟水俣病記録映画「公害とたたかう」完成

＊県内はじめ全国で上映

政府、水俣病についての統一見解を発表

＊新潟水俣病は、昭和電工鹿瀬工場のアセトアルデヒド製造工程中で副生されたメチル水銀化合物を含む排水が大きく関
与して中毒発生の基盤となっている

＊熊本水俣病は、チッソ水俣工場のアセトアルデヒド・酢酸製造工程中で副生されたメチル水銀化合物が原因である

熊本水俣病患者家庭互助会訴訟派28世帯112人、チッソを相手取り、総額6億4,000万円余の慰謝料を請求し熊本地裁に提
訴

－熊本水俣病第1次訴訟－

公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法（旧法）公布

＊12.20 阿賀野川下流域一帯が水俣病の公害地域に指定

公害の影響による疾病の指定に関する検討委全体会議（厚生省）、特異な発生経過、国内外で通用していることから、病名
を「水俣病」と指定

新潟県民主団体水俣病対策会議を発展解消し、新潟水俣病共闘会議を結成

新潟県と新潟市、「新潟県・新潟市公害被害者認定審査会」を共同設置

＊2/26第1回審査会開催

昭和45
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昭和43

昭和44



新潟水俣病年表 5/8

和暦 事項

環境庁発足

環境庁、事務次官通知「公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法の認定について」を通知

環境庁、熊本・鹿児島両県の棄却者9人の処分取消の裁決

新潟水俣病第1次訴訟判決（原告勝訴、確定）

昭和47 阿賀野川の中・上流域から初めての認定患者

熊本水俣病患者家族141人、チッソを相手取り、総額16億8,000万円余の慰謝料を請求し熊本地裁に提訴－熊本水俣病第2
次訴訟－

熊本水俣病第1次訴訟判決（原告勝訴、確定）

熊大医学部、有明町に第3水俣病の発生の可能性を指摘

新潟水俣病被災者の会と共闘会議、昭和電工との間に「新潟水俣病問題に関する協定書」調印

＊6/30安田町の患者グループも補償協定調印

新潟沼垂診療所斉藤所長ら、関川流域住民7人を検診し2人を水俣病と疑う

＊1974/5/30 新潟県の衛生部、関川水系の調査で漁民らを検診の結果、水俣病の疑いなしと断定

水俣市長ら、環境庁長官など関係機関に「水俣病」の病名変更を陳情

「公害健康被害補償法（新法）」公布（1974/9/1施行）

新潟で初の行政不服審査請求（認定申請棄却者4人）

環境庁水銀汚染調査検討委員会健康調査分科会、有明海沿岸に水俣病と診断できる患者なしと最終結論

昭和51 環境庁、水俣病対策のため特殊疾病対策室を設置

昭和52 環境庁、環境保健部長通知「後天性水俣病の判断条件について」を通知

昭和49

昭和48

昭和46
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阿賀野川水銀汚染等調査専門家会議、阿賀野川の水銀汚染の安全宣言

＊4/17 新潟県、阿賀野川の大型魚の食用規制を全面的に解除

昭和56 環境庁、環境保健部長通知「小児水俣病の判断条件について」を通知

新潟水俣病被害者の会結成

新潟水俣病未認定患者94人（第8陣まで234人）、国と昭和電工を相手取って慰謝料51億4,800万円を請求し新潟地裁に提訴

－新潟水俣病第2次訴訟－

公害健康被害補償不服審査会、不服審査請求に対し、新潟で初めて県の棄却処分を取り消す裁決

熊本水俣病東京訴訟で東京地裁和解勧告

＊以後、関連訴訟の1高裁3地裁で和解勧告

政府、相次ぐ裁判所の和解勧告に「現時点で和解勧告に応じることは困難」と見解発表

豊栄市議会、「早期解決」「特別医療事業の新潟県適用」の意見書を採択

＊106市町村で同様の意見書が採択

新潟水俣病第2次訴訟第1陣判決（提訴後認定された3人を除く91人中88人について水俣病罹患を認めたが、国の責任は否
定。昭和電工、原告全員控訴）

ドキュメンタリー映画「阿賀に生きる」完成

＊県内はじめ全国で上映

環境庁、「水俣病総合対策」の実施要領を発表（6/29新潟県、水俣病総合対策実施要綱を発表）

平成06 水俣病問題早期解決要望書（県内全市町村長署名、111市町村議会採択）

連立与党、「与党水俣病問題対策会議」を設置

水俣病総合対策医療事業申請受付終了

連立与党、熊本水俣病について水俣病未認定患者救済の最終解決案を正式決定（被害者団体が受入れ）

平成04

平成07

昭和57

平成02

平成03

昭和53
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新潟水俣病共闘会議と昭和電工、熊本案に沿うことで合意

新潟水俣病被害者の会・共闘会議と昭和電工、解決協定を締結

政府、「水俣病対策について」を閣議決定

＊内閣総理大臣が水俣病問題の解決に当たっての談話を発表

大島環境庁長官、総合対策医療事業の申請受付再開を発表

新潟県、水俣病総合対策医療事業の申請受付を再開（7/1まで）

新潟水俣病第2次訴訟第1陣、東京高裁で和解成立

新潟水俣病第2次訴訟第2陣～第8陣、新潟地裁で和解成立

熊本水俣病関西訴訟原告団、水俣病の行政責任を問うため訴訟継続を確認

平成09 新潟水俣病被害者の会、「新潟水俣病被害者の会環境賞」を創設

平成10 フィリピンで「日本・フィリピン水俣病経験の普及啓発セミナー」が開催、新潟県からも被害者の会や県の担当者らが参加

平成11 新潟水俣病の教訓を活かした事業「環境再生啓発施設整備」の基本計画書を策定

平成12 「新潟県立環境と人間のふれあい館」建築工事着工（2001/1建築工事完了、2001/3展示工事完了）

ベトナムで「日本・ベトナム水俣病経験の普及啓発セミナー」が開催、新潟県からも被害者の会や県の担当者らが参加

「新潟県立環境と人間のふれあい館」開館

平成14 新潟県、「新潟水俣病のあらまし」、小学校教育副読本「未来へ語りついで～新潟水俣病が教えてくれたもの～」を発行

中国で「日本・中国水俣病経験の普及啓発セミナー」が開催、 新潟県からも被害者の会や県の担当者らが参加

環境と人間のふれあい館のサブネームとして、「新潟水俣病資料館」という名称を使用することが決定

平成16 最高裁にて水俣病関西訴訟判決が出された。平成13年の大阪高裁判決を踏襲する内容となり、原告勝訴が確定

平成15

平成07

平成08

平成13
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環境省は、関西訴訟最高裁判決を受けて、新たな「今後の水俣病対策について」を発表

泉田新潟県知事は、新潟水俣病公式発表から40年を契機として、「ふるさとの環境づくり宣言」を発表

新潟水俣病40年記念の集い開催（新潟水俣病被害者の会、新潟水俣病共闘会議主催）

「阿賀よ伝えて」（103人が語る　新潟水俣病）発刊

新潟水俣病40年記念事業　阿賀ルネサンスを開催（新潟県主催）

「水俣病総合対策医療事業」における「保健手帳」の申請受付を再開

水俣市で、水俣病犠牲者慰霊式が開催（水俣市・水俣病犠牲者慰霊式実行委員会・水俣病公式確認50年事業実行委員会
主催）　新潟県・熊本県・鹿児島県の３県知事が出席

公害健康被害補償不服審査会が新潟市在住2名の認定申請棄却処分の取消し裁決を下す

平成17

平成18


